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1.はじめに 

 当所では、科学技術に対する国民の意識の変化を探るため、2009 年 11 月から 2012 年 3 月の毎月月末にインターネット調査(以下ネッ

ト調査という)を、2011 年 7 月及び 12 月に面接調査を実施した。本調査結果の報告書[1]及びネット調査の個票データを web で公開した

[2]。なお、本調査では、客観的事実収集も一部あるが、主観データ収集が第一義で、政府統計には該当しない。 
 

2. ネット調査の概要 

 ネット調査では、回答者が自主的に調査会社に登録し、様々な社会調査から本調査を自ら選択し回答する。ネット調査の設計では、毎

月 600 名、男女同数かつ 15-70 歳の各年代が概ね等しい。回答者は国勢調査と比し都市部に多く、学歴は高く、国民属性とは異なる。

回答の偏りは大きいが、ネット調査は廉価で迅速であり、継続調査の政策的意義は大きい。 

一方、主観変量を別の主観変量のみで説明しても、政策実務に役立たない。本発表では、役務契約上参考値として入手したネット調

査の回答者属性[4]を主な説明変量に用いる。全調査期間中、一般競争入札により延べ 4 社が落札しており、回答者母集団の偏りと属

性変量・水準の設定が異なり、全時点の接続には困難が伴う。なお、本調査研究で回答者個人を特定しない。 
 

3. 具体的政策提言に向けた設計 

 本ネット調査では政策基礎資料としてデータ収集されており、政策的作業仮説はない。本調査研究は事前調査として、各種政策目標と

なりえる主観変量を目的変量と設定し、既存の回答者属性を説明変量として多項ロジスティック回帰モデル[4][5]で分析する。ここでは、

目的変量を、「科学技術についてのニュースや話題に対する関心度」 (4 水準 k= 1:非常に関心がある, 2:どちらかというと関心がある, 3:

どちらかというと関心がない, 4:全く関心がない) とすると、 

 
 

 回答者母集団の偏りと属性変量・水準の設定の問題を回避するため、同一会社が行った 2010 年 4 月から 11 年 3 月まで(前期)、並び

に 2011 年 6 月から 12 年 3 月まで(後期)の 2 区間に分割する。後者では主観変量は多いが回答者属性は少ない。東日本大震災の発生

時期を跨ぐ理由は、会計年度の都合である。 
 

4. 水準の扱いとモデル設計 

職業、業種など水準数が多い変量は AIC ステップワイズ変数増減法で脱落する。これらには順序性等の水準併合知見に乏しい一方、

政策意味のありそうな水準も存在する。そのため、本調査研究では、属性変量を変量の多数水準を変量に変換する。この際、ダミー変

量(水準)を抜く。こうすることで、得られたモデルは最適でないことが多く、計算は遅くなり、元のモデルに比し冗長というデメリットが発生

する一方、本モデルの方が AIC が低いこともあり、属性水準が残りやすく、実務向きである可能性がある。いずれにせよ、科学技術の関

心を高めることが、本調査研究の政策目的である。同時に、多数水準間の併合を科学的かつ自動的に遂行する手法を勉強したい。 
 

5. 科学技術についてのニュースや話題に対する関心度 

 上記モデルで科学技術関心度を調べたところ、各属性 xiへの βkの推定値から、回答の全般的傾向として以下が判明した。 

(1) [観測時点]：10 年 6-9 月に関心高                           (2) [性別]: 男性の関心が極めて高(共通) 

(3) [年代]: 15-19, 55 歳以上の関心高(前期)                 (4) [未既婚]: 未婚者の関心高(後期) 

(5) [最終学歴]: 院卒者は関心高(共通)                          (6) [同居人数]: 2 人の関心高(前期) 

(7) [職種・業種・業務・職業]: 公務員非営利団体職員, 技術専門職, 教職員の関心高(前期), 担当業務・研究開発職の関心高(前期) 

【情報アクセス環境変量】(政府施策による影響が及ぶ可能性がある変量) 

(8) [同居子ども数]: 子どもがいないと関心低(共通)                (9) [同居子ども学齢]: 大学院の子がいるとやや関心高(前期) 

(10)[PC 台数]: 2 台以上持つ者は関心高(前期)                   (11)[モバイル数]: 3 台以下持つ者は関心高(前期) 

(12)[TV 数]: 2 台持つ者は関心低(前期)                         (13)[新聞購読数]: 3 誌以上購読する者は関心高(前期) 

(14)[インターネット利用時間]: 週 40 時間以上利用する者は関心高(前期)  

(15)(後期:世帯税込)年収: 200-300, 500-600 万円(前期), 600-700 万円(後期)関心高 
 

6. 「どうすれば、科学技術関心度は向上するか？」の解へ 

 不完全を承知で、アクセス情報の量が多い人には、潜在的に科学技術への関心をもつポテンシャルがある、と仮定 

・ さすれば、どのような情報発信方法等がより効果的か、どのような内容を期待されるかを調べる。具体的には、 

・ 二項ロジスティック回帰において下記を目的変量とした意識比較 

  ・ 同居子ども学齢別, インターネット利用時間別 

  ・ メディア(PC(サーバー, ワークステーション含む), モバイル, 携帯 PHS, TV, 新聞, インターネット利用時間週 5 時間未満)の有無別 

・ 科学技術関心の有無、上記の同居子ども学齢・メディアの有無を目的変量(4 水準)とした、多項ロジスティック回帰による意識比較 
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